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バイオテクノロジー戦略大綱　フォローアップ

　昨年１２月に取りまとめられた「バイオテクノロジー戦略大綱」に掲げられた

２００に及ぶ詳細行動計画のうち、担当省庁名が経済産業省と明記されている

項目（一部、関係省庁と明記された関連項目も含む）について、経済産業省　

では以下のとおり実施しているところ。

　経済産業省関連詳細行動計画・・７２件（２００件中）　経済産業省関連詳細行動計画・・７２件（２００件中）

　　＊実施中／措置済・・６０件

　　（※行動計画の実施内容について、対応済となった項目及び現在実施中の項目。15年度予算などを含む）

　　＊検討中　　　　・・　９件

　　（※実施に向けて、現在検討中または準備中の項目）

　　＊未措置　　　　・・　３件

　　（※現在のところ、特段の対応をしていないもの、今後検討を開始する項目）

　戦略別対応状況（※実施中又は措置済となっている件数）戦略別対応状況（※実施中又は措置済となっている件数）

　　＊戦略１　実施中／措置済・・２８件（３１件中）

　　＊戦略２　実施中／措置済・・２８件（３４件中）

　　＊戦略３　実施中／措置済・・　４件（　７件中）
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[主な対応状況]

１．研究開発予算の充実・強化
【Ｐ２７　産学官の協力による経済活性化プロジェクトの積極的推進】　　　　　　【Ｐ２７　産学官の協力による経済活性化プロジェクトの積極的推進】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

→実施中：実用化を視野に入れた研究開発プロジェクト(フォーカス２１)を創設。
【Ｐ２８　プログラム方式の推進】　　【Ｐ２８　プログラム方式の推進】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

→実施中：プログラム方式の推進として、３つのプログラムを実施。

２．研究開発促進のための体制整備
【Ｐ３１　ＢＴを支える人材供給の抜本的充実】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【Ｐ３１　ＢＴを支える人材供給の抜本的充実】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

→実施中：「バイオ人材育成システム開発事業　 」、
　　　　　　「起業家育成プログラム導入促進事業 　」等を実施。
【Ｐ３２～３３　生物遺伝資源の充実】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【Ｐ３２～３３　生物遺伝資源の充実】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

→実施中 ：「ゲノム情報に基づいた未知微生物遺伝資源ライブラリー構築事業」を実施。　
　　　　 ：ＮＩＴＥとインドネシア間で包括的覚書(MOU)、共同研究実施合意書(PA)を締結。

・健康維持・増進のためのバイオテクノロジー基盤研究プログラム（１５年度予算：１３０億円）
・生物機能活用型循環産業システム創造プログラム（１５年度予算：３１億円）
・健康寿命延伸のための医療福祉機器高度化プログラム（１５年度予算：４２億円）

補

補

※　 ：14年度補正予算において対応補

－戦略１　研究開発の圧倒的充実－　対応状況①

「研究開発の圧倒的充実」の実現に向けて、日本の強みを活かした研究開発、融合
分野の研究開発の推進、バイオツール・インフォマティクスへの重点投資など、
多くの予算関連項目については、１４年度補正予算及び１５年度予算において、
着手を始めているところであり、１６年度予算においても引き続き、取り組んで
いく予定。

戦略１の詳細行動計画　［２８件（３１件中）が実施中又は措置済］
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－戦略１　研究開発の圧倒的充実－　対応状況②

３．研究開発のターゲット
【Ｐ３５　ＩＴ・ＮＴとＢＴの融合】　　　　　　　　　　　　【Ｐ３５　ＩＴ・ＮＴとＢＴの融合】　　　　　　　　　　　　 　　　　

→実施中：「ﾊﾞｲｵ･IT融合機器開発事業　 」、「ﾏｲｸﾛ分析生産ｼｽﾃﾑ技術開発事業」等の実施。　
：バイオ・IT融合研究施設(お台場)の整備　。

【Ｐ３５　バイオインフォマティクス分野における研究開発の推進、統合データベースの構築】【Ｐ３５　バイオインフォマティクス分野における研究開発の推進、統合データベースの構築】 　　　　

→実施中：「バイオインフォマティクス知的基盤整備事業」等の実施。
【Ｐ３５　臨床インフォマティクス分野の開拓】【Ｐ３５　臨床インフォマティクス分野の開拓】 　　　　

→実施中：臨床インフォマティクス研究センター(つくば)の整備　 。

各分野の具体的行動計画
【Ｐ３５　再生医療における品質管理手法、生体適合性等の評価手法の開発等】【Ｐ３５　再生医療における品質管理手法、生体適合性等の評価手法の開発等】 　　　　

→検討中：今後、再生医療の標準化等に関する調査を実施予定。

【Ｐ３５　再生医療及び遺伝子治療関連技術の特許法における取扱いの明確化】【Ｐ３５　再生医療及び遺伝子治療関連技術の特許法における取扱いの明確化】 　　
→実施中：医療行為ＷＧにおける審議を踏まえて、特許審査基準の改訂作業中。知的財産戦
　 　 略本部にて検討中。
【Ｐ３８　タンパク質の機能・構造解析等による治験支援関連産業創生の環境整備】【Ｐ３８　タンパク質の機能・構造解析等による治験支援関連産業創生の環境整備】 　　　　

→実施中：「ﾀﾝﾊﾟｸ質機能解析・活用ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ」の実施、治験支援産業創生技術ｾﾝﾀｰの整備 　。
【Ｐ４０　医療機器産業の国際競争力強化のための研究開発の実施】【Ｐ４０　医療機器産業の国際競争力強化のための研究開発の実施】 　　　　

→実施中：「健康寿命延伸のための医療福祉機器高度化プログラム」の実施。
【Ｐ４２　食品、農産品等に対する免疫化学測定法の標準化】【Ｐ４２　食品、農産品等に対する免疫化学測定法の標準化】 　　　　

→検討中：標準化に向けた調査研究を実施。
【Ｐ４３　バイオマスエネルギーの実用化を図るための技術開発】【Ｐ４３　バイオマスエネルギーの実用化を図るための技術開発】 　　　　

→実施中：「バイオマスエネルギー高効率転換技術開発事業」の実施
【Ｐ４５　高機能酵素の耐熱性、耐久性等を向上させる研究開発、植物工場実現のための技術開発等】【Ｐ４５　高機能酵素の耐熱性、耐久性等を向上させる研究開発、植物工場実現のための技術開発等】 　　　　

→実施中：「新規不斉合成バイオ触媒技術の開発及び実用化研究[　 -大型実用化補助金]」、
　　　　　　「植物利用エネルギー使用合理化工業原料生産技術開発事業」の実施　 　

補

補

補

補

補
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－戦略２　産業化プロセスの抜本的充実－　対応状況①

　「産業化プロセスの抜本的充実」の実現に向けた取り組みとして、産業化に向け
た事業環境の整備やバイオベンチャーへの支援、バイオマスの利活用などを始め
とする以下のような予算措置、法律改正等を実施しているところ。

[主な対応状況]

１．産業化プロセスの抜本的強化
【Ｐ４７　試験研究税制制度の変更】【Ｐ４７　試験研究税制制度の変更】 　　　　 　　 　　　　

→措置済：平成１５年１月以降に始まる事業年度から実施。
【Ｐ４７　バイオ分野における国際標準化戦略の策定】【Ｐ４７　バイオ分野における国際標準化戦略の策定】 　　　　

→検討中：日本工業標準調査会等において検討予定。

２．産業化に向けた各主体の能力の大幅強化
【Ｐ４７　産業再生法の改正】【Ｐ４７　産業再生法の改正】 　　　　

→措置済：「産業活力再生特別措置法」の改正により、各種支援措置を延長、拡充。

【Ｐ４８　各種税制措置の見直しによるベンチャー支援】【Ｐ４８　各種税制措置の見直しによるベンチャー支援】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　
→措置済：エンジェル税制の見直し(特別控除制度を創設、対象企業の要件拡大等)を実施。

【Ｐ４８　企業のハードルとリスクとなっている各種規制の見直し】　【Ｐ４８　企業のハードルとリスクとなっている各種規制の見直し】　 　　　　　　　　　　　
→実施中：「中小企業挑戦支援法」の制定などを実施。

：会社設立手続きの簡素化等については法務省と検討中。

【Ｐ４９　大学やＴＬＯの技術シーズと産業界のニーズのマッチング強化】　　　　　【Ｐ４９　大学やＴＬＯの技術シーズと産業界のニーズのマッチング強化】　　　　　　　　　　　　　　　　　　
→実施中：「大学発事業創出実用化研究開発事業　 」の実施。補

※　 ：14年度補正予算において対応補

戦略２の詳細行動計画　［２８件（３４件中）が実施中又は措置済］
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－戦略２　産業化プロセスの抜本的充実－　対応状況②

３．事業環境の整備

【Ｐ５０　産学官共同研究施設及び大学連携型の起業家育成施設の整備】【Ｐ５０　産学官共同研究施設及び大学連携型の起業家育成施設の整備】 　　　　　　　　　　

→実施中：ﾊﾞｲｵ・IT融合研究施設の整備　　、大学と連携した起業家育成施設の整備　　。
【Ｐ５２　タンパク質の立体構造発明に対する審査基準・権利化の明確化】【Ｐ５２　タンパク質の立体構造発明に対する審査基準・権利化の明確化】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

→措置済：日米欧三極特許庁比較調査報告書を公表。審査事例集の作成、公表。

【Ｐ５２　民間企業やＴＬＯの特許取得支援】【Ｐ５２　民間企業やＴＬＯの特許取得支援】　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

→実施中：各種補助金等において特許取得費用を対象経費として追加。

【Ｐ５２　裁定実施権のあり方に関する調査・検討】　【Ｐ５２　裁定実施権のあり方に関する調査・検討】　 　　　　　　　　　　　　　　　　

→実施中：バイオ業界等におけるライセンスの実状と課題について調査、検討を実施。
【Ｐ５３　産業クラスター計画の推進】【Ｐ５３　産業クラスター計画の推進】

→実施中：産業クラスター計画関連施策の実施、起業家育成施設の整備[補正等]　等。
【Ｐ５４　体内埋め込み型の医療機器等の開発・製品化に取り組むための環境整備】【Ｐ５４　体内埋め込み型の医療機器等の開発・製品化に取り組むための環境整備】

　　　　→検討中：医療福祉機器創造調査を実施し、治療機器の現状や問題点について検討。

各分野の具体的行動計画

【Ｐ５８　一貫したバイオマス利活用関連技術の開発等】　【Ｐ５８　一貫したバイオマス利活用関連技術の開発等】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

→検討中：「バイオコンビナート事業」の創設を次期予算要求において検討。

【Ｐ５８　バイオマスエネルギーの電気、自動車燃料への活用】　　　　　　【Ｐ５８　バイオマスエネルギーの電気、自動車燃料への活用】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

→検討中：総合資源エネルギー調査会燃料政策小委員会で検討中。

【Ｐ５９　バイオレメディエーション指針の一元化】　　　　　　【Ｐ５９　バイオレメディエーション指針の一元化】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

→検討中：指針の一本化に向けて検討中。
【Ｐ６０　バイオプロセス投入原料に関する関税制度の運用見直し】【Ｐ６０　バイオプロセス投入原料に関する関税制度の運用見直し】

→未措置：税制改正要求の過程において対応予定。
【Ｐ６０　生分解性プラスチックのグリーン購入法の特定調達品目としての取扱いの検討】【Ｐ６０　生分解性プラスチックのグリーン購入法の特定調達品目としての取扱いの検討】

→実施中：植物原料由来プラスチック製透明窓付き封筒などが１５年度特定調達品目として採用。

補 補
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－戦略３　国民理解の徹底的浸透－　対応状況

　「国民理解の徹底的浸透」の実現に向けた取り組みとして、バイオテクノロジー
について理解できるシステム作り、社会基盤の整備を始めとする以下のような対
応を図っているところ。

戦略３の詳細行動計画　［４件（７件中）が実施中又は措置済］

[主な対応状況]

【Ｐ６２　国民理解促進のための総合計画の策定】　　　　【Ｐ６２　国民理解促進のための総合計画の策定】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　→未措置：今後議論を行う予定。

【Ｐ６３　インターネットを通じた情報発信の強化】　　　　　　【Ｐ６３　インターネットを通じた情報発信の強化】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　→実施中：「遺伝子組換え体の産業利用におけるリスク管理に関する研究」の実施。　　

→実施中：「バイオ事業化に伴う生命倫理等に関する研究」の実施。
【Ｐ６６　個人遺伝情報の保護のためのルール作りの検討】【Ｐ６６　個人遺伝情報の保護のためのルール作りの検討】

→未措置：「個人情報保護法案」の審議動向を踏まえて、今後議論を行う予定。
【Ｐ６８　カルタヘナ議定書国内担保法の制定】【Ｐ６８　カルタヘナ議定書国内担保法の制定】

→実施中：関係省庁とともに法案を国会に提出中。

【Ｐ６８　組換えＤＮＡ技術安全性に関する情報基盤の整備】【Ｐ６８　組換えＤＮＡ技術安全性に関する情報基盤の整備】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

→実施中：「バイオインダストリー安全確保対策調査」を実施。
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今後の課題

[今後の主な課題]

◇ライフサイエンス予算の２倍増◇ライフサイエンス予算の２倍増

◇バイオツール、バイオインフォマティクス両分野にわたる包括的支援◇バイオツール、バイオインフォマティクス両分野にわたる包括的支援
策の検討策の検討

◇バイオ分野における国際標準化戦略の策定◇バイオ分野における国際標準化戦略の策定

◇一貫したバイオマス利活用技術の開発◇一貫したバイオマス利活用技術の開発

◇バイオマスエネルギーの自動車燃料等への活用に向けた検討◇バイオマスエネルギーの自動車燃料等への活用に向けた検討

◇バイオプロセス投入原料に関する関税制度の運用見直し◇バイオプロセス投入原料に関する関税制度の運用見直し

◇国民理解促進のための総合計画の策定◇国民理解促進のための総合計画の策定

◇個人遺伝情報保護のあり方◇個人遺伝情報保護のあり方

　経済産業省は、以下の項目の実施に向けて、今後さらに検討を重ねて
いく予定であり、必要に応じて予算要求（次頁参照）や制度の見直し
等を実施する予定である。（一部項目については既に実施中）。
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バイオ施策の新展開　

政策目標＜２０１０年＞

ＣＯ２排出量換算で約２％
の原油代替効果の達成

ＣＯ２排出量換算で約２％
の原油代替効果の達成

がん患者の５年生存率
（治癒率）２０ポイント改善

がん患者の５年生存率
（治癒率）２０ポイント改善

少子高齢化対応 　　　２０１０年

市場拡大　２４兆円

新規雇用　１００万人

バイオベンチャー　１０００社創出バイオベンチャー　１０００社創出バイオ産業の活性化

環境・エネルギー問題対応

政策目標達成に向けた４つの重点施策

健康バイオの推進 グリーンバイオの推進 ベンチャー支援

・バイオツール開発のジャパン
　モデルの構築

・臨床インフォマティクス

・制度改革（特許見直し等）　等

・バイオ・コンビナート

・愛知万博での実証

・生物資源活用の国際協力・研
　修事業　等

・コンソーシアム型技術開発支援

・人材育成（若年雇用対策）

　　　　　　　　　　　　　　　　　等

バイオツール開発供給拠点・実用化拠点の整備
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